
 

平成 21 年９月 18 日 

各      位 

会 社 名 株式会社フルキャストホールディングス 

代 表 者 名 代表取締役社長    漆  崎  博  之 

（コード番号 ４８４８  東証第一部） 

問 い 合 わ せ 先 エグゼクティブオフィサー  北  川  太

電 話 番 号 ０３－４５３０－４８３０ 

 

 

 

子会社（株式会社フルキャストテクノロジー）の希望退職者の募集を含む 

経営合理化の取り組みならびに本社移転に関するお知らせ 

 

 

 当社子会社である株式会社フルキャストテクノロジー（JASDAQ コード番号：2458）は、本日開催の

取締役会において、希望退職者の募集を含む経営合理化の取り組み、および本社移転について決議  

いたしましたのでお知らせいたします。 

当社の連結業績へ与える影響については確定次第お知らせいたします。 

 

（添付） 

株式会社フルキャストテクノロジーの開示資料 

   

以  上 

 



 

 
平成 21 年９月 18 日 

各      位 

会 社 名  株式会社フルキャストテクノロジー 

代 表 者 名     代表取締役社長 貝塚 志朗 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード 2458） 

問 合 せ 先 取締役財務経理本部長 塚原 進午 

社長室 経営管理部長 井上 剛 

電 話 番 号     ０３－４５７７－０２００ 

希望退職者の募集を含む経営合理化の取り組みに関するお知らせ 

当社は、平成21年９月18日開催の取締役会において、現下の厳しい経営環境を鑑み、今後想定される事業環境

の変化を考慮し、経営合理化の取り組みについて、下記のとおり決議いたしましたので、お知らせいたします。 

記 

１．経営合理化を実施する理由 

   世界の金融市場の混乱に端を発する経済情勢の急激な悪化にともない、当社の主要顧客である製造業にお

きましては大幅な減産、在庫調整、設備投資の抑制や雇用調整等の実施をする企業が増加しております。 

   この影響により、当社の営む人材アウトソーシング事業におきましては、顧客企業との派遣契約更新の打

ち切り、派遣料金の引下げ、稼働時間の短縮等、非常に厳しい局面を迎えており、今後も厳しい状況が続く

ことが予想されます。 

   この事業環境に対応していくためには、一層の経営合理化が不可欠であると判断し、以下の施策を実施し

ていくことを決定いたしました。 

 

２．経営合理化の内容 

  (1)希望退職者の募集 

  ①募 集 人 員  100 名（平成 21 年８月 31日現在の従業員 1,258 名） 

  ②募集対象者  平成 21 年９月 18 日～30 日時点での待機技術者および間接部門所属社員（正社員） 

  ③募 集 期 間  平成 21 年９月 18 日から平成 21 年９月 30 日 

  ④退 職 日  平成 21 年 11 月 15 日 

  ⑤そ の 他  ⅰ）会社都合の退職金に割増退職金を加算 

          ⅱ）希望者には再就職支援を実施 

 

  (2)本社移転、事業拠点の見直しおよび寮の集約ほかによる賃借料等の削減 

    本社移転に関しましては、平成 21 年９月 18 日開示「本社移転に関するお知らせ」をご参照下さい。 

    また、京都支店を移転し大阪支店と統合いたします。仙台支店および甲府支店は廃店いたします。これ

らは、お客様に速やかにご連絡を行い、９月 25 日をもって実施いたします。また、一棟寮５棟を解約し、

近隣の寮へ集約し、賃借料等の削減を実施いたします。 

     

 



３．今後の見通し  

今回の経営合理化の取り組みによる業績予想への影響については現在精査中であり、影響額が確定次第、

速やかにお知らせいたします。 

 

以  上 

 



 

 

平成 21 年９月 18 日 

各  位 

会 社 名  株式会社フルキャストテクノロジー 

代 表 者 名     代表取締役社長 貝塚 志朗 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード 2458） 

問 合 せ 先 取締役財務経理本部長 塚原 進午 

社長室 経営管理部長 井上 剛 

電 話 番 号     ０３－４５７７－０２００ 

本社移転に関するお知らせ 

 
平成 21 年９月 18 日開催の取締役会において、本社移転を決議しましたので、下記のとおり

お知らせいたします。 

 

記 

１． 新所在地  

（新本社所在地） 

神奈川県川崎市高津区坂戸二丁目 12 番６号 PAL HOMES 溝の口 

   なお、定款上の本店所在地の変更はございません。 

 

２． 移転日 

    平成 21 年 9 月 25 日より順次移転し、平成 21 年 10 月末日より業務の開始を予定しており

ます。 

  

３． 移転の理由 

  平成 21 年９月 18 日開示の「希望退職者の募集を含む経営合理化の取り組みに関するお知

らせ」をご参照下さい。 

 

４． 業績に与える影響 

本社移転に伴う今期業績予想への影響については現在精査中であり、影響額が確定次第速やか

にお知らせいたします。 

以上 
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